
Chiba University Graduate School of Horticulture 
Master's Thesis Presentation, Fall Semester 2025 

1 

●制作  

未来生活のプレリリース 

―知と暮らしが交わる木津川市の新たな展開― 

Pre-release of Future Living:  
A New Development in Kizugawa City Where Knowledge and Daily Life Intersect 

饒 倩圓   園芸学研究科ランドスケープ学コース 環境造園計画学領域（主指導教員：霜田 亮祐） 
RAO Qianyuan 

 

１．研究の背景と目的 

 21 世紀に入り、日本社会では少子高齢化の進行が顕著と

なり、労働力人口の減少や地方財政の制約に加え、都市機能

の維持や地域コミュニティの弱体化といった課題が深刻化し

ている。とりわけ大都市圏周辺の地方都市においては、通勤

を前提とした居住機能への依存が強く、いわゆるベッドタウ

ン化が進行する中で、自立的な産業基盤や都市固有の活力を

十分に確立できていない状況がみられる。その結果、人口構

成や生活様式の変化に対して脆弱な都市構造が形成され、持

続可能な都市発展の在り方が問われている。 

一方、現代社会において技術革新は、産業発展にとどまら

ず、都市の持続可能性や市民生活の質を左右する重要な要素

となっている。こうした背景のもと、研究機関や高等教育機

関を核とするサイエンスシティは、知識創出と技術革新を通

じて地域発展を牽引する都市モデルとして形成されてきた。

日本においても、筑波研究学園都市や関西文化学術研究都市

などが国家戦略の一環として整備され、多くの研究成果を生

み出してきたが、近年では人口構造の変化や都市機能の固定

化、周辺地域との関係性の希薄化といった課題が顕在化して

いる。 

本研究は、こうした社会的背景を踏まえ、既存サイエンス

シティの発展モデルを再検討し、現代的条件下における再活

性化の可能性を明らかにすることを目的とする。新規開発を

前提とするのではなく、すでに形成された都市基盤や社会構

造に着目し、空間的・制度的な再編を通じて地域課題に応答

し得る在り方を探る点に本研究の特徴がある。木津川市を対

象とした分析および設計提案を通じて、多様な主体が関与

し、相互に価値を創出する持続可能なサイエンスシティ像を

提示することで、今後の研究都市の更新や地域振興に対する

示唆を提供することを目指す。 

２．研究対象の概要 

けいはんな学研都市（関西文化学術研究都市）は、1970

年代後期に構想が開始され、1987 年の関西文化学術研究都

市建設促進法を契機として本格的に整備が進められてきた、

日本を代表する広域型サイエンスシティである。京都府・大

阪府・奈良県にまたがる京阪奈丘陵地域を対象とし、研究機

関や大学、居住機能などを複数地区に分散配置する都市構造

を特徴としている[1]。京都・大阪といった大都市圏に近接す

る立地条件を有する一方で、長期的な都市形成の過程におい

ては、人口増加の停滞や若年層流出、研究機能と都市活力の

乖離といった課題が顕在化している[2]。 

本研究が対象とする木津川市は、京都府南部に位置し、京

都・大阪・奈良の三大都市の中間に立地する、けいはんな学

研都市を構成する重要な一地域である。鉄道・バス交通によ

り主要都市へ 30 分から 1 時間程度で到達可能な大都市通勤

圏に属しており、都市形成の過程で「ベッドタウン」として

の性格を強めてきた。その結果、人口構造や生活リズム、都

市機能の多くが周辺大都市に依存する構造が形成されてい

る。 

 

図 1：木津川市の位置情報 

木津川市の都市空間は、丘陵地形を前提とした大規模造成

によって形成されており、住宅地、研究施設、商業施設など

が分散的に配置されている。高低差の大きい地形条件は都市

景観を特徴づける一方で、歩行者スケールでの空間的連続性

を弱め、日常的な交流や回遊を生みにくい構造を内包してい

る。移動は自動車交通への依存度が高く、都市内部における

活動の分断が生じやすい。 

  

図 2：勾配分析    図 3：木津川市にある大斜面 

産業面では、情報技術、精密加工、バイオ・医療、教育・
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文化分野などを中心に、多数の研究機関およびハイテク関連

企業が集積しており、学術的・技術的ポテンシャルは高い水

準にある。しかし、研究活動や企業活動は特定施設内に完結

する傾向が強く、都市生活や地域コミュニティとの結びつき

は限定的である。そのため、研究成果や技術が都市全体の活

力向上へ十分に波及しているとは言い難い。 

さらに、学研都市は若年層や研究関連人材の定住は伸び悩

んでおり、住民意識調査においても、産業振興や雇用機会、

生活基盤施設、地域への愛着に関する評価が相対的に低く、

都市と住民との心理的距離の拡大が示唆されている[1]。 

以上より、木津川市は高い研究・産業基盤を有しながら

も、地形条件、都市構造、生活様式が重なり合うことで、研

究機能と都市生活、地域コミュニティとの連関が弱体化して

いる状況にある。本研究は、こうした前提条件を踏まえ、既

存の都市構造を尊重しつつ、都市空間と活動の再編を通じて

関係性を再構築する可能性を検討するものである。 

３．国内外事例調査と分析 

 

図 4：事例の基本情報と分布 

３-１．政府主導型・単一企業主導型モデル 

20 世紀後半以降のサイエンスシティ建設において、国家

主導型および単一企業主導型は最も一般的なモデルとして展

開されてきた。日本の筑波研究学園都市は、研究・教育機能

の分散を目的とした国家主導型の代表例であり、国の財政支

援と政策誘導により研究機関の集積を実現した。一方で、研

究成果の産業化や都市生活との連動が弱く、機能の単一化に

よる都市的活力の不足が指摘されている。 

 これに対し、トヨタ・ウーブン・シティや藤沢サステナブ

ル・スマートタウンに代表される企業主導型モデルは、先端

技術の実証や将来像の提示において一定の成果を示している

が、単一企業の経営戦略への依存度が高く、公共性や都市と

しての自律性、さらには社会全体への波及性に限界を抱えて

いる。これらの事例から、特定主体への依存に基づくモデル

は、持続的かつ自律的な都市発展構造を形成しにくいことが

明らかである。 

 

図 5：筑波研究学園都市の運営モデル 

 

図 6：ウーブン・シティの運営モデル 

 

図 7：Fujisawa サスティナブル・マートタウンの運営モデル 

３-２．多主体協働型モデル 

政府、大学、企業、市場が相互に関与する多主体協働型モ

デルは特定主体に依存しない動的なイノベーション循環を形

成している。ケンブリッジ・サイエンス・パークでは、大学

を核として研究、人材育成、技術移転が段階的に産業へ接続

され、長期的な相互作用の中で地域的クラスターが形成され

てきた。一方、チューリッヒ・イノベーション・パークは、

ETH Zurich を中心とした高度専門型・産業志向型の連携モ

デルとして、BtoB 分野を軸に国際競争力を支えている。 

市場メカニズムを中核とするシリコンバレーでは、大学、

企業、投資家、行政が緩やかな関係性のもとで結びつき、競

争と失敗を内包した高速なイノベーション循環が維持されて

いる。加えて、中国深圳では、政府の制度設計と産業政策を

基盤に、企業主導の技術革新と市場フィードバックが強く結
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び付けられ、研究開発から製造、社会実装までを一体化した

産業駆動型の多主体協働モデルが形成されている。 

 

図 8：ケンブリッジ・サイエンス・パークの運営モデル 

 

図 9：チューリッヒ・イノベーション・パークの運営モデル 

 

図 10：シリコンバレー の運営モデル 

３-３．深圳の産業駆動型循環モデルと木津川市への示唆 

アジアにおいては、中国・深圳が産業駆動型の多主体協働

モデルを代表する事例として位置づけられる。深圳は、政府

による制度設計やインフラ整備を基盤としながら、企業をイ

ノベーションの主体として明確に位置づけ、研究開発、製

造、市場を高密度に結びつけてきた都市である。大学や研究

機関は企業の研究開発を支援し、市場需要や投資環境は技術

成果の迅速な社会実装を後押ししている。 

このような構造のもとで、技術革新は研究段階にとどまる

ことなく、製品化・量産・市場投入へと連続的に展開され、

さらに市場からのフィードバックを通じて反復的に高度化さ

れていく。結果として、イノベーションと経済成長が相互に

強化される循環構造が形成されており、都市そのものがイノ

ベーション・プロセスの一部として機能している点に深圳モ

デルの本質的特徴が見られる。 

 

図 11：中国深センハイテク産業開発区の運営モデル 

以上の国内外事例の比較分析から、木津川市におけるサイ

エンスシティの転換においては、単一主体主導型モデルでは

なく、多主体協働型、特に産業駆動型の循環構造を志向する

ことが有効であると考えられる。木津川市は既に先端技術関

連企業の研究拠点や生産拠点を一定程度有しているものの、

それらと都市生活や地域社会との結び付きは必ずしも十分と

は言えない。 

今後は、新たな研究機関の誘致や一方向的な行政介入に依

存するのではなく、既存の企業集積を基盤としつつ、行政に

よる政策的誘導、企業主導の研究開発、住民の日常生活への

接続、そして市場からのフィードバックを統合する枠組みが

求められる。これにより、研究・産業活動を閉鎖的な体系に

とどめるのではなく、都市空間の更新や社会関係の再編を促

す原動力へと転換し、自律的かつ持続可能なサイエンスシテ

ィ形成への道筋を描くことが可能になると考えられる。 

４．設計提案――境界を溶かす、循環を生む 

以上の調査と分析の結果をもとに、設計では、木津川市に

おけるサイエンスシティの再編に向けて「境界を溶かす、循

環を生む」をコンセプトにする。深圳モデルに代表される

「多主体協動型・産業駆動型」の持続可能な運営モデルを相

応しい形で木津川市に空間的に実装することを目指す。現在

の木津川市において分断化された「都市の空間（ハード面）」

と「社会的な運営（ソフト面）」を、ランドスケープの手法

を用いて有機的に融合させることである。学研産業が都市の

活力を牽引し、住民が日常的に学研成果を応用できる

「Society 5.0」時代の持続可能な都市モデルを構築する。

この空間的再編することで、木津川市に独自の都市的品格を

もたらし、次世代のサイエンスシティとしての確固たる地位

を築く。
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現状土地利用     融合させる提案 

図 12：コンセプト図 

これまで実施した住民意識調査の結果、「経済産業」「生

活基礎施設」「地域への愛着」という三つの課題に対し、課

題分解――対象確定――子問題並び――空間対策の過程で解

決策を提出する。都市を分断した用地間の空間を利用して、

「官・民・学・産」の多様な主体の連携を促進し、新たなラ

イフスタイルを創出する。 

 

図 13：課題分解図 

提案される各空間対策は、都市の中で独立して機能するも

のではなく、相互に影響し合いながら連続的なネットワーク

を形成する。これまで断片化されていた居住地、研究施設、

産業拠点、公共空間の関係性が再編され、新たな人の流れと

滞留が生まれることが期待される。新たな就業機会や活動の

場を都市内部に創出し、生活基礎施設の利用形態や配置の再

構成を促す契機となる。さらに、日常的な活動と研究・産業

機能が緩やかに交差することで、従来は乖離していた「働く

場」「暮らす場」「関わる場」が重なり合い、新しい生活様

式や都市の使われ方が育まれていくと考えられる。 

 

図 14：共栄製茶株式会社前の風景 

例えば、木津川市にある代表的な研究施設共栄製茶株式会

社前に、約 14 メートルの高低差を有する急な人工斜面であ

り、これまで十分に活用されてこなかった空間である。斜面

は視覚的にも物理的にも周辺環境から切り離された状態にあ

り、対面する住宅地からは製茶工場の存在を認識しにくく、

地域と産業施設との関係性が希薄となっていた。 

提案では、この大規模な段差を単なる制約条件としてでは

なく、研究活動と地域生活を媒介する空間資源として再解釈

した。具体的には、切土によって斜面形状を緩和し、お茶の

実験畑として再構成している。これにより、研究者は工場に

隣接した屋外環境において、日常的かつ継続的に茶葉の生育

や栽培実験を行うことが可能となる同時に、茶畑景観は対面

する住宅地からの視認性を大きく向上させ、これまで認識さ

れにくかった製茶会社の存在を、地域の風景の一部として可

視化する役割を担う。住民にとっては、研究・生産の場が日

常生活の視界に入り込むことで、産業との心理的距離が縮ま

り、散策や見学、イベント等の活動が自然に誘発されること

が期待される。 
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